
生活社会科学研究  第22号 31

〔 論    文 〕

若年大卒女性の早期離職に関する実証分析

市　川　恭　子

要　旨
　本稿では，若年大卒女性の早期離職に就業上の学歴ミスマッチが影響し
ているのではないかとの問題意識のもと，Research into Employment and 
Professional Flexibility（REFLEX）調査の個票データを用いて 比例ハザー
ドモデルによる実証分析を行った．学歴ミスマッチは，個人が達成した学歴

（S）と従事する仕事にふさわしい学歴 (R) を比較して，S=R であれば exact 
match，S>R であれば overeducation，S<R であれば undereducation と定義
される．2000 年度に大学・大学院を卒業し，正社員として就職した初職の在
職期間を被説明変数とし，説明変数に overeducation/undereducation 等学歴
ミスマッチ変数，有効求人倍率（時間依存変数）等を入れて推計したところ，
以下のことが分かった．① overeducation は離職ハザードを引き上げる，②
overeducation の離職ハザード引上げ効果に男女差はない，③大卒女性につい
ては卒業前の就職活動期間が長い（短い）と離職ハザードを引き下げる（上げ
る）．ただし，②は大卒男性も overeducation で離職が促進されるが，男性は
overeducation であっても大学の専攻関連の仕事に就くことが多く，その場合
離職は抑制され，結果として男性の離職率の方が女性より低い．③は長い就職
活動を経て就職した大卒女性の離職確率が低いことは一見好ましいようにも
思えるが，そうした若年大卒女性の職場環境は収入も低く，満足度も低い．
　これらのことから，若年大卒女性の早期離職については，正社員であったと
しても大卒レベルの仕事に就けず overeducation であると離職する．また，若
年期には離職確率を抑制しているが長い就職活動を経て就職した若年大卒女
性は厳しい職場環境により中長期的な離職予備軍となる可能性，短期間の就職
活動で就職したものの離職した場合，その後成功している訳でもないため，若
年大卒女性の適切な配置・処遇及びマッチング機能の強化が必要である．

Ⅰ　はじめに

　本稿の目的は，若年大卒女性の早期離職につ
いて学歴ミスマッチの観点から分析することで
ある．若年早期離職については，「753 問題」（新
規学卒正社員就職者が 3 年以内に離職する割合
が中卒 7 割，高卒 5 割，大卒 3 割）として認識され，
その状況は継続している．大卒で正社員で就職
しても 3 割は 3 年以内に離職してしまう．そも

そも若年期は，適職探しの時期で若年者は自発
的に会社を辞めて失業することが多く，若年失
業率が高いのは世界的傾向と太田（2010）は指
摘する．しかし，若年期は OJT 等を通じた人的
資本形成期でもあり，特に日本の労働市場の様
に新卒一括採用が未だ主な入職経路で若年期に
仕事上の知識習得が期待される場合，若年離職
は人的資本形成を阻害する可能性がある．特に
大卒女性は，20 代後半～ 30 代の出産・育児のハー
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ドルを控え，それ以前に離職し転職等で新たな
研修機会等に恵まれないと人的資本形成の機会
を逸し，その後の就業状況に影響する．
　新規学卒在職 3 年以内離職率は男女別内訳が
非公表なので，『就業構造基本調査』で大卒女性
の正社員比率を大卒男性と比較する．大卒男性
正社員比率は 50 代まで 7 ～ 8 割を維持し，特に
20 代前半では 7 割程度で 20 代後半では 8 割と 1
割近く上昇している．これに対し，大卒女性は
全く異なり，20 代前半は 7 割と大卒男性と同程
度であるが，その後年齢が上がるにつれて低下
し続ける点に特徴がある．大卒男性は年齢が上
がるにつれ正社員比率が上昇するが，大卒女性
は低下し続ける．考えられる理由は，出産・育
児の離職であるが，大卒女性の第１子出産平均
年齢は 30 歳を超えている．20 代後半～ 30 代の
離職は出産・育児の離職としても 20 代前半から
後半の離職はなぜか，それが本稿の問題意識で
ある．
　大卒女性と就業については，出産・育児期の
離職や再就職の分析は数多い（例えば，脇坂・
奥井（2005），樋口（2009））．その多くは，大卒
女性の属性（年齢，夫の所得等）や取巻く環境（失
業率，親の住居）が再就職にどの様に影響する
かという視点からの分析で，大卒女性の学歴自
体に着目した分析は見当たらない．また，若年
離職の分析は，次項で述べるが，黒澤・玄田（2001）
を始め 90 年代以降世代効果に着目した分析等数
多く分析されている．その分析の一部として男
女別の学歴属性の影響の相違は示されているが，
就業と学歴自体の関係が若年離職にどのような
影響を与えるのかを示したものは見当たらない．
本稿の特徴は，若年大卒女性の学歴（具体的に
は労働市場における学歴ミスマッチ）が離職に
与える影響を分析する点である．

Ⅱ　先行研究

　若年離職の分析は，氷河期に就職時期を迎え
た世代の世代効果に注目した分析が盛んである．
学卒時点の労働需給動向が若年者のその後の就

業状況に影響を及ぼす世代効果について，被説
明変数を無業率，正規・非正規職員等とする実
証分析が行われている．離職率の世代効果を分
析したのが，黒澤・玄田（2001），Genda and 
Kurosawa（2001）であり，本稿の分析手法も同
分析を参考にしている．
　黒澤・玄田（2001）は，学卒後正社員になっ
た人が，その会社を離転職する可能性を規定す
る要因について『若年者就業実態調査』（労働省，
1997 年）個票データを用いて分析している．正
社員としての就業継続期間を生存時間とする比
例ハザードモデルを男女別に推計している．説
明変数には期間中の失業率（時間依存変数），学
校を卒業する前年度の失業率，学歴等が含まれ
る．結果は，学卒時失業率の上昇は，その後の
労働需給状況の推移に関わらず，正社員として
初めて就職した会社からの離転職を促進するこ
と，つまり離職の世代効果を示している．また，
女性の方が離転職し易いこと，学歴は大卒であ
ることが大卒男性は離転職抑制効果があるが，
大卒女性は他学歴と比べて離転職抑制効果が男
性ほどない，ことを示した．つまり，不況期に
就職した世代は離職しやすいことを示している．
　太田（2000）は，離職率の世代効果を学歴別
に OLS で推計した．被説明変数は在職１年未満
離職率，説明変数は有効求人倍率（離職時），求
人倍率（就職時）等である．結果は離職の世代
効果はどの学歴でも示され，大卒が最も大きい．
離職時有効求人倍率が高いと離職率に正の影響
を及ぼすことも示し，離職の世代効果があるこ
とと労働需給逼迫下では離職率が高くなること
が示されている．
　これらの先行研究は不況期における労働需要
の低迷により，就職出来たとしてもマッチした
職場ではなく離職者が多いことを示しているが，
ミスマッチの因果関係を明示的に示してはいな
い．先行研究を踏まえると若年離職の残された
課題として，ミスマッチが離職に与える影響の
メカニズムの分析が挙げられる．本稿では，高
学歴の大卒者が直面するミスマッチ，学歴ミス
マッチが離職に与える影響について分析する．
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Ⅲ　定義・モデル・データ

１．学歴ミスマッチの定義と先行研究
　 学 歴 ミ ス マ ッ チ を 定 義 す る． こ こ で は，
Duncan and Hoffman（1981）に沿って以下のと
おり定義する．学歴ミスマッチ分析では，個人
が達成した学歴（S）と従事する仕事にふさわ
しい（あるいは必要な）学歴（R）を比較して，
ミスマッチ状況は次のように定義される．

S = R   exact match （教育適当）
S > R   overeducation （教育過剰）
S < R   undereducation （教育過少）

　使用学歴は，教育年数や学歴レベル（大
卒，高卒等）自体を比較して定義される．例え
ば，従事する仕事にふさわしい学歴が高卒程度
であり，個人自身の達成学歴が大卒であれば
overeducation となる．反対に，従事する仕事
に必要な学歴が大卒程度であり，個人自身が高
卒であれば undereducation となる．以下ではこ
の定義に沿って，exact match， overeducation， 
undereducation と記述する．また，従事する仕
事にふさわしい学歴（R）の定義方法が主観的
か客観的か等により技術的にはいくつかの定義
方法がある．McGuinness（2006）は，主観的計
測法，客観的計測法を次のように示している．
主観的計測法は，個人に従事する仕事に必要な
学歴を主観的に尋ね，個人の達成学歴と比較す
る方法である．客観的計測法は，専門的な労働
専門家が仕事上の肩書に基づき必要な学歴を決
め，これを個人の達成学歴と比較する方法であ
る．もう一つの客観的計測法は，各職業の平均
学歴を計算し平均から１標準偏差以上離れてい
ると学歴ミスマッチと定義する方法もある．
　学歴ミスマッチの概念を用いた経済分析
は，1970 年代以降欧米の急速な高学歴化によ
る大卒労働者の供給に労働需要が追い付かず，
Freeman（1976）が定性的に overeducated（教
育過剰な）労働者が存在することを指摘し，
Duncan and Hoffman（1981）がミンサー型賃金
関数を修正したモデルを示したのを契機に実証
分析を中心に発展してきた．学歴ミスマッチを

巡る多様な分析課題の一つは，学歴ミスマッチ
という現象を説明する際の人的資本論，仕事競
争モデル，Assignment モデル等の経済理論の
妥当性の検証である．経済理論の妥当性につい
ては，議論が継続しており一つの経済理論に収
束していないが，Sloane（2003）や McGuinness

（2006） は，Hartog and Oosterbeek（1988），
Groot（1996），Kiker et al（1997），Sloane et al

（1999）等の実証分析に基づき，Assignment モ
デルの妥当性を支持している．
　Assignment モ デ ル は，Roy（1951） や
Tinbergen（1956）を起源に Hartog（1977）等
が発展させた理論で，難易度が異なる仕事を多
様な質の労働者に割り振る際に割り当ての問題
が生ずるとの前提に立つ．Tinbergen は，労働
需要側が描く仕事に必要な能力の分布と労働供
給側の労働者が持つ能力の分布により仕事の
割り当てが決まることを示した．具体的には，
Hartog がモデル化し，労働需要が求める難易度
の異なる仕事に供給側は「個人に備わった能力」

「能力を労働と余暇のうち労働に振り向ける割
合」の組合せを選んで割当てるが，この分布が
労働需要側・供給側で一致しない場合に学歴ミ
スマッチが生ずるとする．
　また，女性の学歴ミスマッチに注目した実証
分析も数多くはないがある．Frank（1978）は
高学歴夫婦間の賃金格差は，夫は地理的に広い
労働市場から仕事を選べるが妻は夫の勤務地の
周りの狭い労働市場に制約される地理的要因を
指摘する．比較的新しい研究では，Fleming and 
Kler（2014）がオーストラリア女性について学
歴ミスマッチが仕事の満足度に与える影響を分
析している．この他にも，Sloane（2003）等が
実証のメタ分析を行っている．
　欧米では多くの先行研究が蓄積されているが，
日本で学歴ミスマッチに注目した経済分析は乾
ほか（2012）や平尾（2014）等，極めて数が限
られている．乾ほかは，主観的計測法データを
用いて日本の若年労働市場では overeducation
は exact match に 比 べ て 賃 金 が 低 い こ と，
undereducation は exact match に比べて賃金が
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高いこと（同じ学歴にもかかわらず，その学歴
に見合ったと思う仕事に就いた者に比べて，よ
り低い学歴しか求められないと思う仕事に就い
た者は賃金が低く，より高い学歴が求められる
と思う仕事に就いた者は賃金が高いこと）を
Duncan and Hoffman（1981）のモデルを援用
し示している．また，平尾は客観的計測法デー
タを用いて overeducation は exact match に比
べて労働意欲が低いこと，undereducation と
exact match には労働意欲の差がないことを明
らかにした．日本についての学歴ミスマッチ実
証分析は，まだ他国で実証された結果に沿った
第一段階にすぎない状況であり，学歴ミスマッ
チの視点による離職の実証研究は見当たらない．

２　モデル

　学歴ミスマッチが離職率に与える影響を分析
するために，学卒後に就職した初職・正社員と
しての在職期間を生存期間とする被説明変数と
し，overeducation/undereducation を説明変数
とするサバイバル分析を行う．推計手法は比例
ハザードモデルである．以下では先行研究，特
に黒澤・玄田（2001）,Genda and Kurosawa（2001）
を参照している．
　t を初職・正社員としての在職期間，τ を在
職期間の開始時期，離職ハザード率 h i（t）は，
在職期間が時点 τi から期間 t 継続したとする
と，その次の瞬間に在職期間が終了する，つま
りτ+ t 時点での離職確率を表す．

h i ( t , x i  ; β , α ) = e x p ( β ' x ( τ i  ) ) ho ( t  ; α )

（ 1 ）

　ここで，ho  ( t ;α) はベースラインハザード，
x (τ) は在職期間開始時点で観測することが出
来る変数である．ここに，在職期間中の有効求
人倍率を在職期間開始から変化する時間依存変
数として追加し，学歴ミスマッチの説明変数を
明示的に加えると以下の様になる．

h i ( t , z ( τ i + t ) , x ( τ i ) y ( τ i ) ; β , γ , δ , α ) =

exp (β'x (τi ) +δ'y (τi  ) +γ'z (τi +t ) ) ho (t;α)

( 2 )

　 こ こ で，y (τi  ) は τi 時 点 に お け る
overeducation 等学歴ミスマッチ，z (τi  + t ) は
τi+t  時点における時間によって変化する有効求
人倍率， x (τi  ）は τi 時点における個人属性・
就業に関する変数で性別，初職時点での最高学
歴，専攻が理系・文系，初職の労働時間，就職
活動期間（卒業前，卒業後），初職の月収，研修，
子どもの有無，業種を含んでいる．

３　データ

　学歴ミスマッチを把握するためには，仕事に
見合った学歴を尋ねる質問項目を含む調査デー
タが必要であるが，日本について当該質問を含
む調査データは数が極めて限られている．本稿
ではオランダ・マーストリヒト大学等による

「Research into Employment and Professional 
Flexibility project data（REFLEX 調査）」を使
用するⅰ．本調査は日本を含め 15 か国で 2006 年
に実施された調査で，2000 年度に大学・大学院

（各国の第一学位相当の高等教育課程）を卒業・
修了した者を対象に卒業後５年間の初期キャリ
アについて共通の調査票で調査されたⅱ．調査方
法は郵送法調査及び Web 調査併用である．調査
回答用の Web ページを用意し調査対象者の大学
卒業生に Web の URL と各個人に割り振られた
アクセスコードを郵送し Web 上での回答を依頼
する．日本は全国代表サンプルを得るため地域
性，機関種別，専攻分野，大学序列等の層化を
行ない大学学部・大学院の割当抽出を行い，各
大学の卒業生情報から調査対象個人を抽出し，
全国 60 大学 82 学部・研究科を卒業した 2,501
名（学部卒 2,279 名，大学院卒 222 名）から回
答を得，有効回収率は 18.1% である．
　当該データの特徴は，日本について数少ない，
仕事に見合った学歴を訪ねる質問項目含む貴重
でリッチなデータで，調査対象が大卒・大学院
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卒者のみが対象の点である．REFLEX 調査日本
調査実施代表者の吉本（2010）は，REFLEX 調
査を含め卒業生調査は，卒業後数年経過した卒
業者情報の確認や郵送・Web 等調査方法の選択
によるコストと回収率の兼合い等様々な課題を
挙げている．こうした課題に対処し，実施され
た貴重な卒業生調査である．
　また，当該データは現職のみならず初職につ
いても尋ねており，本稿の若年離職分析に必要
な学卒直後の初職の学歴ミスマッチや就業状況
の質問を含む．なお，本稿で使用するデータの
サンプル数は，初職が有期雇用契約の人は除外
し，初職が無期雇用契約の人のみを対象とし，
欠損値処理を行った結果，サンプル数は 1,171（男
性 625，女性 546）である．
　当該データでは，「最初の仕事に，最もふさ
わしいと思われる学歴は以下のどれですか」と
の質問に，大学院博士課程修了，大学院修士
課程修了，大学学部卒，短大・高専卒，専門学
校卒，高校卒から回答する．回答者の初職に就
職するまでの最高学歴と比べて当該質問への学
歴レベルが低ければ overeducation，高ければ
undereducation として分析を行う．
　また，学歴レベルを縦の学歴とすると横の学
歴である専攻も「最初の仕事に最も相応しいと
思われる専攻分野は以下のどれですか」との質
問に，「自分の専攻分野が最も相応しい」「自分
の専攻分野か，或いは関連分野」等から回答す
るが，前者の回答の場合 fieldmatch，後者の回
答を fieldrelate として説明変数に含めている．
　さらに，知識・技能について「自分の持って
いる知識や技能をどの程度使っていますか」，「あ
なたが身につけている知識や技能以上のものを
どの程度要求されていますか」という質問に対
し，5 段階の選択肢が設けてある．前者への質
問に全く使わない等との回答を overskill，後者
への質問にとても要求等との回答を underskill
として分析に含めている．

Ⅳ　データからわかる overeducation の特性

１　記述統計
　表 1 から大卒・大学院卒で正社員として就業
した初職・離職の状況が読み取れる．
　初職の 5 年後でみた離職率は男女計で 36% で
ある．これは，『新規学卒就職者の在職期間別離
職率の推移』（厚生労働省）による 2001 年卒の
大卒者の在職 3 年以内離職率が 35.4% であるの
と同程度である．男女別にみると男性 22%，女
性 52% で，女性の離職率が極めて高く，大卒女
性の半数以上は 5 年以内に離職しているⅲ．女
性を文系・理系に分けてみても殆ど差はない．
上記厚生労働省調査離職率の男女別内訳は公表
されていないが，女性の方が男性より離職率が
高いことが推察される．ここで，学歴ミスマッ
チ，特に overeducation と離職の関係を詳しく
みてみよう．表２は overeducation か否か別の
離 職 率 で あ る． 男 女 計 で は overeducation の
人の離職率は 43%，overeducation でない人の
離職率は 33% と 10% ポイントの差がある．男
性 で は，overeducation の 人 の 離 職 率 は 26%，
overeducation でない人の離職率は 19% と 7%
ポイントの差である．これに対して，女性は
overeducation の離職率は 65% と際立って高く，
overeducation でない人との差も 18% ポイント
と男性よりもその差が大きい．overeducation で
ある大卒女性の離職率が極めて高いことが分か
る．
　表 1 に戻り，overeducation である人の割合

（overedu1）をみると男女計で 30%，男性の方
が女性より若干高いが有意な差ではない．女性
の中では文系の方が理系よりも高く，有意な差
で あ る． な お，Verhaest and Van der Velden

（2010）によると REFLEX 調査対象国の平均初
職 overeducation 割合は 26% で日本は 4 番目に
高い国であるⅳ．
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男女計 男性 女性 文系女性 理系女性

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

在職期間（月） 49.97 20.95 53.48 18.78 45.94 22.54 46.58 22.93 44.73 21.79

離職 0.36 0.48 0.22 0.41 0.52 0.5 0.52 0.5 0.53 0.5

男性 0.53 0.5 1 0 0 0 0 0 0 0

overedu1 0.3 0.46 0.32 0.47 0.28 0.45 0.3 0.46 0.23 0.42

underedu1 0.05 0.22 0.06 0.24 0.03 0.18 0.02 0.14 0.06 0.25

fieldmatch1 0.16 0.36 0.15 0.36 0.17 0.37 0.13 0.34 0.24 0.43

fieldrelate1 0.36 0.48 0.4 0.49 0.33 0.47 0.28 0.45 0.41 0.49

overskill1 0.46 0.5 0.47 0.5 0.45 0.5 0.48 0.5 0.39 0.49

underskill1 0.43 0.5 0.44 0.5 0.42 0.49 0.38 0.49 0.49 0.5

初職学歴・医師等・院卒 0.22 0.41 0.34 0.47 0.07 0.26 0.01 0.12 0.18 0.39

初職学歴・学士 0.78 0.41 0.66 0.47 0.93 0.26 0.99 0.12 0.82 0.39

初職専攻・文系 0.49 0.5 0.34 0.47 0.66 0.48 1 0 0 0

子ども 0.09 0.29 0.14 0.34 0.04 0.19 0.03 0.17 0.06 0.24

年齢 28.45 1.16 28.72 1.33 28.13 0.83 27.99 0.64 28.4 1.05

労働時間（週） 37.48 12.94 38.07 12.74 36.8 13.15 36.51 13.1 37.37 13.26

月収（ユーロ） 2333.58 752.84 2533.75 738.13 2104.45 703.1 2059.92 640.09 2189.27 804.7

研修 0.79 0.4 0.85 0.36 0.73 0.44 0.72 0.45 0.75 0.43

インフォーマル学習 0.1 0.3 0.09 0.28 0.11 0.32 0.11 0.32 0.11 0.31

就職活動期間・卒業前（月） 4.84 3.88 4.32 3.98 5.43 3.67 5.86 3.79 4.61 3.27

就職活動期間・卒業後（月） 0.76 3.23 1.01 3.92 0.48 2.14 0.57 2.47 0.31 1.29

業種

　農林水産業・鉱業 0.01 0.1 0.01 0.1 0.01 0.1 0 0 0.03 0.18

　製造業 0.22 0.41 0.3 0.46 0.12 0.33 0.08 0.27 0.21 0.41

　電気ガス水道 0.02 0.15 0.03 0.18 0.01 0.1 0 0.05 0.02 0.14

　建設業 0.06 0.24 0.06 0.24 0.06 0.23 0.04 0.19 0.09 0.29

　卸・小売業 0.08 0.28 0.06 0.24 0.11 0.31 0.13 0.34 0.06 0.25

　運輸・コミュニケーション 0.03 0.16 0.03 0.17 0.02 0.15 0.03 0.17 0.01 0.1

　金融 0.07 0.25 0.04 0.2 0.1 0.29 0.13 0.33 0.04 0.19

　不動産・ビジネス 0.24 0.43 0.26 0.44 0.22 0.41 0.17 0.38 0.3 0.46

　公務 0.09 0.28 0.11 0.32 0.06 0.24 0.08 0.26 0.03 0.16

　教育 0.06 0.24 0.03 0.17 0.09 0.29 0.13 0.34 0.02 0.13

　健康・福祉 0.08 0.27 0.02 0.15 0.14 0.35 0.13 0.34 0.15 0.36

　その他 0.05 0.22 0.04 0.2 0.06 0.25 0.08 0.27 0.04 0.19

サンプル数 1171 625 546 358 188

表１　記述統計表
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　その他の特徴は，男性は医師等専門家・院卒ⅴ

が 3 割強含まれるが，女性は 9 割以上が学部卒
である．表 3 で院卒・学部卒別の overeducation
割 合 を 見 る と， よ り 学 歴 の 高 い 院 卒 は
overeducation 割合が高く，その傾向は女性の方
がやや強い．また，表１から専攻は男女計は理系・
文系ほぼ半々であるが，男性は理系比率（66%）
が高く，女性は文系比率（66%）が高い．表
4 の理系・文系別 overeducation 割合では，男
女計は overeducation 割合が理系・文系ともに
30% 前後であるが，男性は理系の overeducation
割合が，女性は文系の overeducation 割合が高
いという特徴がある．男性は理系院卒比率の高
さの影響と考えられる．女性は文系学部卒比率
の高さから学部卒でも overeducation と思う女
性が多い．
　子どもがいる人の割合は 9% で，男性は 14%，
女性は 4%（文系 3%，理系 6%）であるⅵ．調査
時点での平均年齢が 28 歳であり，大卒女性の出
産・育児期前を対象とするデータである．初職

につくまでの就職活動期間（卒業前）は男性 4.3
か月に対して，女性 5.4 か月と女性の方が１か
月長いというのも特徴であるⅶ．

２　overeducation と就職活動期間
　女性の方が男性より就職活動期間（卒業前）
が長いと指摘したが，就職活動期間（卒業前）
をカプラン・マイヤー法で就職活動開始から終
了への移行を属性別に見ると興味深い特徴が分
かる．図１～図４の横軸は就職活動開始から
の月数である．縦軸は上から下へ就職活動を終
了していく人の割合を示しており，グラフの下
側の面積は就職活動を継続している人の割合で
ある．2 本のグラフは各属性別生存関数で，各
属性間の有意差検定はログランク検定と一般化
ウィルコクソン検定による．ログランク検定は
生存期間の後半時点，一般化ウィルコクソン検
定は前半時点での差を検出しやすいという特性
があるⅷ．なお，男性と理系女性は有意差が検出
されなかったため掲載していない．

男女計 男性 女性

overeducation
でない

overeducation
である

overeducation
でない

overeducation
である

overeducation
でない

overeducation
である

就業継続 67% 57% 81% 74% 53% 35%

離職 33% 43% 19% 26% 47% 65%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

表２　男女別 overeducation 別初職就業継続・離職割合

男女計 男性 女性

院卒 学部卒 院卒 学部卒 院卒 学部卒

overeducationである 52% 24% 51% 22% 59% 26%

overeducationでない 48% 76% 49% 78% 41% 74%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

表３　男女別院卒・学部卒別初職 overedcuation 割合

男女計 男性 女性

理系 文系 理系 文系 理系 文系

overeducationである 31% 29% 35% 26% 23% 30%

overeducationでない 69% 71% 65% 74% 77% 70%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

表４　男女別理系・文系別 overeducation 割合
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　男女別（図１）を見ると，男性の方が女性よ
り早く就職活動を終了しており，統計的にも有
意な差である．男性は 4 か月と 7 か月，女性は
7 か月で終了する人が多く，男性の 8 割以上は
7 か月までに終了するが，女性の 8 割が終了す
るのは 10 か月と遅い．次に overeducation か否
か別（図２）で見ると，結果的に overeducation
の初職に就かなかった人は overeducation の初
職に就いた人よりも早く就職活動を終了してい
る．検定ではウィルコクソン検定のみ有意で就
職活動前半期に overeducation でない人が早く

終了し overeducation の人は終了するのが遅い．
続いて女性（図３）は，overeducation の方が
12 か月まで一貫して遅く終了しているのが分か
る．統計的にも有意な差である．さらに文系女
性（図４）では女性全体同様に overeducation
の人の方が 12 か月目まで遅い．検定では一般化
ウィルコクソン検定のみが有意で，就職活動前
半期に文系女性は overeducation の人の就職活
動を終えるのが遅いということが分かる．これ
らから，就職活動終了確率には男女差があるこ
と，overeducation の方が就職活動を終えるのが

図１　カプラン・マイヤー法による就職活動終了確率（男女別）

Log-rank test: Pr>chi2=0.0000, Wilcoxon test: Pr>chi2=0.0000

Log-rank test: Pr>chi2=0.1362, Wilcoxon test: Pr>chi2=0.0300

図２　カプラン・マイヤー法による就職活動終了確率（overeducation か否か別）
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遅いこと，その傾向は女性（特に文系女性）に
見られること，が分かった．
　この就職活動期間の長短（就職活動終了が遅
いか早いか）をどのように捉えるべきであろう
か．就職活動期間が長い場合の解釈は２通りあ
る．一つは，じっくり時間をかけてより良い仕
事をサーチしているので長くなる．もう一つは，
なかなか良い仕事が見つからず長くなる．解釈
の妥当性を探るために，この就職活動を経て就
職した職場の月収と仕事満足度を就職活動期間
の長短別平均値で見てみよう（表５）ⅸ．男女計，

男性，女性において就職活動の長い方が月収は
低い．女性，理系女性で就職活動期間が長い方
が仕事満足度は低い．これらを踏まえると，良
い仕事が見つかれば早く終了し，なかなか良い
仕事が見つからないと終了するのが遅くなると
考えるのが妥当な解釈であろう．

図３　カプラン・マイヤー法による女性の就職活動終了確率（overeducation か否か別）

Log-rank test: Pr>chi2=0.0697, Wilcoxon test: Pr>chi2=0.0168

図４　カプラン・マイヤー法による文系女性の就職活動終了確率（overeducation か否か別）

Log-rank test: Pr>chi2=0.2472, Wilcoxon test: Pr>chi2=0.0672
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Ⅴ　推計結果及び考察

１　推計結果
　表 6 が推計結果である．時間で変化する変数
として有効求人倍率（全国，月次，季節調整値，
パート含む）を含むため，離職前の労働需給状
況を制御しても初職が overeducation であるこ
とが離職に影響するか否かがポイントであるⅹ．
また，有効求人倍率をパーソン・ピリオド・デー
タ化して時間依存変数として取り入れたためサ
ンプル数は調査対象個人数から大幅に増えた．
まず，男女計・男性・女性の結果で男女の相違
を見た上で，更に女性に特徴がある点について
詳細に見るために文系・理系別女性の推計も行っ
た．
　注目係数の overedu1 は，男女計，男性，女
性の全てで正で有意である．男性の係数（0.584）
の方が女性（0.527）よりも大きいが，交差項

が有意ではないので，男女差はない．初職に
overeducation の学歴ミスマッチがあると離職確
率は高まるのである．
　他のミスマッチ係数を見ると，underedu1，
fieldmatch1，overskill1，underskill1 は有意では
な い．overeducation と 反 対 の undereducation
は離職を抑制しない．知識・技能ミスマッチは
離職へ影響しない．横の学歴ミスマッチは，男
性の fieldrelate1 のみが負で有意，つまり離職を
抑制する．男性は院卒及び理系の割合が高く専
門性が高いからかもしれないが，専攻と関連が
あると辞め難い．他係数は，医師等専門家・院
卒は男女計，男性，女性ともに離職確率を引下
げている．また，文系は男性の離職確率を上げ，
女性の離職確率を下げる．男性の理系院卒割合
の高さを踏まえると，専攻関連の仕事は離職確
率を下げる事の逆で文系男性離職確率が高いと
考えられる．一方の女性は解釈が難しいところ

男女計 男性 女性 文系女性 理系女性

就職活動期間 長い 短い 長い 短い 長い 短い 長い 短い 長い 短い

月収（ユーロ） 2228* 2429* 2447* 2584* 2053* 2157* 2021 2109 2145 2233

仕事満足度 3.27 3.38 3.20 3.30 3.31* 3.58* 3.37 3.59 3.12* 3.65*

表５　就職活動期間の長短別平均月収と仕事満足度

注：＊は就職活動の長短の違いにより統計的に有意差がある項目．月収は初職の平均月収．仕事満足度は５段階評価で
とても満足していると 5，全く満足していないと1．仕事の満足度は初職を５年後も継続しているサンプルに限った調査
時点（現在）の満足度平均値．就職活動期間の長短は，男女計等各属性別の平均就職活動期間を算出し，各平均期間よ
り就職活動期間が長ければ「長い」，短ければ「短い」とした．

男女計 男性 女性 文系女性 理系女性

男性
− 0.656***
（− 4.638）

overedu1
0.470*** 0.584*** 0.527*** 0.506*** 0.585**
（3.509） （2.885） （3.767） （2.965） （2.129）

underedu1
0.124 − 0.317 0.403 0.259 0.719

（0.453） （− 0.657） （1.192） （0.492） （1.480）

fieldmatch1
0.00900 0.353 − 0.159 − 0.0198 − 0.484

（0.0519） （1.321） （− 0.685） （− 0.0646） （−1.177）

fieldrelate1
− 0.134 − 0.569** 0.0653 0.251 − 0.319

（−1.056） （−2.539） （0.404） （1.262） （−1.082）

overskill1
− 0.0677 − 0.0691 − 0.0933 − 0.0496 − 0.217

（− 0.590） （− 0.365） （− 0.630） （− 0.268） （− 0.827）

表６　推計結果



生活社会科学研究  第22号 41

underskill1
− 0.0795 − 0.0868 − 0.0701 − 0.188 0.0918

（− 0.710） （− 0.451） （− 0.495） （−1.035） （0.362）

初職学歴・医師等・院卒
− 0.818*** − 0.840*** − 0.712** − 45.08 − 0.483
（−3.939） （−3.089） （−2.083） （−1.269）

初職専攻・文系
− 0.0115 0.386* − 0.241*

（− 0.0954） （1.729） （−1.690）

労働時間（週）
0.00456 0.00443 0.00277 0.00785 − 0.0161*
（1.171） （0.648） （0.571） （1.236） （−1.842）

就職活動期間・卒業前（月）
− 0.0399*** − 0.0354 − 0.0427** − 0.0444** − 0.0201
（−2.592） （−1.228） （−2.350） （−2.032） （− 0.551）

就職活動期間・卒業後（月）
− 0.0547 − 0.0885 − 0.0213 0.0202 − 0.0276

（−1.456） （−1.590） （− 0.386） （0.316） （− 0.232）

月収（ユーロ）
− 0.000270*** − 0.000313** − 0.000266*** − 0.000390*** −1.80e − 05

（−3.695） （−2.487） （−2.936） （−3.287） （− 0.115）

研修
− 0.0313 − 0.0470 − 0.0158 0.148 − 0.323

（− 0.271） （− 0.215） （− 0.114） （0.851） （−1.295）

インフォーマル学習
0.159 0.332 0.101 − 0.234 0.815***

（1.017） （1.222） （0.517） （− 0.884） （2.633）

子ども
− 0.968*** − 0.909** −1.179*** −1.550** − 0.834
（−3.630） （−2.572） （−2.798） （−2.155） （−1.508）

業種・農林水産業・鉱業
− 0.729 − 44.64 − 0.346 0.970

（−1.195） （− 0.546） （1.027）

業種・製造業
− 0.408* − 0.206 − 0.510* − 0.566 0.515

（−1.819） （− 0.542） （−1.798） （−1.587） （0.662）

業種・電気ガス水道
− 0.941* − 0.511 −1.941* 1.156 − 45.50

（−1.930） （− 0.855） （−1.856） （1.110）

業種・建設業
− 0.394 − 0.324 − 0.431 − 0.470 0.502

（−1.508） （− 0.699） （−1.341） （−1.198） （0.623）

業種・卸・小売り
0.158 0.351 0.0138 − 0.0448 1.150

（0.723） （0.893） （0.0515） （− 0.148） （1.425）

業種・運輸・コミュニケーション
− 0.400 − 0.547 − 0.216 − 0.200 − 0.144

（−1.131） （− 0.905） （− 0.487） （− 0.418） （− 0.111）

業種・金融
− 0.0374 − 0.331 − 0.0426 − 0.0602 0.913

（− 0.158） （− 0.681） （− 0.153） （− 0.196） （1.074）

業種・不動産・ビジネス
− 0.337 − 0.0617 − 0.499* − 0.625** 0.521

（−1.609） （− 0.164） （−1.939） （−2.046） （0.689）

業種・公務
−1.958*** −2.145*** −1.974*** −2.288*** − 0.606
（− 4.610） （−3.193） （−3.437） （−3.205） （− 0.476）

業種・教育
− 0.354 − 0.0495 − 0.409 − 0.487 2.147**

（−1.315） （− 0.0707） （−1.349） （−1.478） （2.166）

業種・健康・福祉
− 0.285 0.350 − 0.389 − 0.403 0.642

（−1.195） （0.666） （−1.423） （−1.308） （0.813）

男性× overedu1
0.0785

（0.356）

有効求人倍率
5.349 37.60 11.76 −3.622 40.50

パーソン・ペリオド・データ化した
サンプル数

58,423 33,457 24,966 16,624 8,342

（）内は Z 値，***1%,**5%,*10%
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であるが，いずれにせよ，男女ともに文系の項
は有意水準10%を僅かに上回る水準にすぎない．
　興味深い結果は，就職活動期間（卒業前）が
女性のみ有意に負であるという点である．女性
は就職活動期間が長いと離職確率が低くなり，
就職活動期間が短いと離職確率が高くなる．こ
れを文系・理系で見ると，文系女性のみ負で有
意となっている．つまり，文系女性は就職活動
期間が短いと離職しやすく，長いと離職しにく
い．この点は次節で考察する．
　その他では，月収は男女計，男性，女性とも
に負で有意である．月収が上がれば，離職確率
は下がる．研修やインフォーマル学習の係数は
理系女性を除いて有意ではない．子どもの有無
が離職確率に影響しているのは，男女計・男性・
女性と女性のうち文系女性のみ負で有意である．
20 代後半の比較的早期に子どもがいる大卒男性
の離職確率は有意に低いのは予想される．ただ，
女性と文系女性についても有意に負なのは予想
外であるが，正社員のみが分析対象であるため，
育休等を利用し継続しているとも考えられる．
業種別は公務が男女計・男性・女性ともに負で
有意なのも妥当な結果であろう．在職期間中，
つまり離職までの労働需給を示す有効求人倍率
については正であるが，有意な結果ではなかっ
た．

２　考察
　Ⅳ及びⅤから考察すると以下の２点が指摘で
きる．第一は，Ⅴから overeducation であると
男女ともに離職が促進されるが，その影響に男
女差はない．つまり，能力に見合わない仕事に
従事すると大卒男女ともに辞めやすい．ただ，
Ⅴの他の要因を制御した推計では overeducation
の離職促進効果に男女差はないのに，Ⅳのクロ
ス集計で overeducation 女性の離職率が男性よ
り倍以上高いのはなぜであろうか．考えられ
るのは，単純クロス集計では overeducation 離
職率の中に他の要因も含まれている可能性で
ある．女性離職率を促進，又は男性離職率を
抑制する他の要因である．表６を再度見ると，

fieldrelate1 が男性のみ負で有意で離職抑制効果
が大きいⅺ．fieldrelate1 は記述統計で男性 40%，
女性 33% と男性の方が統計的に有意に高い．ま
た，overeducation である人の中の fieldrelate1
割 合 が 男 性（37%） の 方 が 女 性（26%） よ り
も統計的に有意に高い．つまり，男性の場合
overeducation であったとしても大学時代の専攻
または関連する分野の仕事に就いている割合が
高い．さらに，overeducation かつ fieldrelate1
の人の離職率は男性（15%），女性（63%）と男
性の方が統計的に有意に低い．つまり，男性の
場合，overeducation の初職に就いても，大学時
代の専攻に関連した仕事に就いている割合が高
く，その場合女性に比べて離職し難いため，単
純なクロス集計の離職率は男性の方が女性より
低いと考えられる．
　第二は，女性は就職活動期間が長いと離職し
難いとの推計結果と，そうした人の職場は収入
が低く，満足度も低いというデータの特性を併
せると，長く就職活動を行いやっと見つけた仕
事はなかなか辞めないという点である．逆に早
く就職が決まり収入が高くても辞めてしまう女
性は更なるステップアップを狙って転職するの
かもしれない．しかし，更なる成功を収めてい
るという証左は，初職離職女性の５年後の就業
率，無期雇用比率，収入変化を大卒時就職活動
期間の長短別で比較した範囲では見られなかっ
た（有意差は無かった）．大卒時の就職活動で早
く就職が決まる女性はその経験から就職活動を
それ程難しいことと捉えず，転職を試みるもの
の成功する訳でもないようである．つまり，収
入も満足度も低いとしても，なかなか決まらず
にやっと掴んだ仕事は就職活動の厳しさを経験
した女性は辞めず，一方大卒時の就職活動で早
く就職が決まった女性は離職しやすいが，必ず
しもステップアップしている訳ではないようで
ある．
　以上を踏まえると，学歴に見合った仕事に就
職できるようマッチング機能強化が若年大卒女
性の離職抑制の手立てである．さらに，長い就
職活動を経て就職した女性は若年期には離職し
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にくいとはいえ，収入が低く満足度も低いと中
長期的には離職予備軍となり得ること，また早
く就職が決まった女性は離職しやすいものの，
必ずしも転職で成功している訳ではないことか
ら，若年大卒女性の適切な配置・処遇支援や円
滑な転職支援を含むマッチング機能の強化がや
はり必要であろう．

Ⅵ　まとめ

　若年大卒女性が正社員として就職しても早期
離職する理由を比例ハザード分析で就業上の学
歴ミスマッチ（overeducation）が離職を促進
することを示した．ただ，大卒男性も同様に
overeducation で離職は促進されるが，男性は
overeducation であっても大学の専攻関連の仕
事に就く場合が多く，その場合離職は抑制され，
結果として男性の離職率の方が女性より低い．
若年大卒女性の特徴として，長い（短い）就職
活動を経て就職した女性は離職確率が低い（高
い）ことを示した．離職確率が低さは一見好ま
しいが，長い就職活動を経て就職した若年大卒
女性の職場環境は収入も低く，満足もしていな
い．また，早く就職が決まり就職した女性は，
離職しやすいがより好条件の転職をしている訳
でもない．
　若年大卒女性の早期離職については，正社員
であったとしても大卒レベルの仕事には就けず
overeducation であると離職することから，学歴
に見合った仕事に就職できるようマッチング機
能強化が重要である．また，若年期には離職確
率を抑制しているが長い就職活動を経て就職し
た若年大卒女性の厳しい職場環境が中長期的な
離職予備軍となる可能性，短期間の就職活動で
就職したものの離職した場合，その後成功して
いる訳でもないことを考えると若年大卒女性の
適切な配置・処遇及びマッチング機能の強化が
必要であろう．
　残された課題は，労働市場における大卒女性
比率が今後も高まることが予想される状況で，
大卒女性の早期離職に注目した分析，特に「大

卒」であるという視点からの分析が必要であろ
う．そのためには，学歴ミスマッチ分析を可能
とするデータの整備が必要である．

【注】
ⅰ�当該調査はオランダ・マーストリヒト大学

Rolf can der Velden 教授を代表者とする 9 か
国の研究機関・研究者の企画による欧州委員
会採択の重点的政策科学研究プロジェクト．

ⅱ�調査対象国は，オーストリア，ベルギー，チェ
コ，エストニア，フィンランド，フランス，
ドイツ，イタリア，日本，オランダ，ノルウェー，
ポルトガル，スペイン，スイス，イギリスの
計 15 か国．各国の教育制度に応じ，他国で
は 2000 ～ 2001 年に卒業した者に対し 2005
～ 2007 年に実施．日本は九州大学が文部科
学省基盤研究として実施し，欧州は各国の研
究機関・研究者が欧州委員会採択の重点的政
策科学的研究として実施し，取りまとめはオ
ランダ・マーストリヒト大学教育労働市場セ
ンター．詳細は以下を参照．http://www.roa-
maastricht.nl/?portfolio=reflex-international-
survey-higher-education-graduates

ⅲ �REFLEX 調査の調査時点は大学卒業 5 年後
である．

ⅳ�初職 overeducation 率が日本より高いのは，
スペイン，イギリス，イタリアの３か国．

ⅴ�教育分類 ISCED97 のレベル 5A 専門家学位か
レベル 6（博士）の学歴レベル．

ⅵ�初職を終了する時点までに子どものいる人．
初職を調査時点でも継続している人は調査時
点で子どものいる人．

ⅶ�統計的にも有意な差である．
ⅷ�浜田（1999）．
ⅸ�月収は初職時の月収，仕事満足度は初職を離

職せず継続した人に限定した現在（５年後の
調査時点）の仕事満足度で５段階評価（５が
とても満足している，１が全く満足していな
い）である．本来は初職を離職した人も含む
初職時点の仕事満足度を比較すべきであるが，
初職時点の調査項目に仕事満足度が含まれな
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いため，調査時点の仕事満足度とした．就職
活動期間の長短は，男女計，男性，女性等の
各属性別の平均就職活動期間を算出し，各平
均就職活動期間より就職活動期間が長ければ

「長い」，短ければ「短い」とした．
ⅹ�労働需給の変数は，県別有効求人倍率の方

が地域の労働需給を反映して望ましいが，
REFLEX 調査個票データは初職時の居住地情
報を含まないため，全国有効求人倍率を用い
た．

ⅺ�他の要因（男女ともに有意な推計結果の医師
等・院卒，月収，子ども，業種・公務等）の
効果を男性×各項目の交差項を入れたモデル
も推計したが有意な男女差はなかった．
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An Empirical Analysis on Early Job Turnover of Young Females with University Degree

Kyoko ICHIKAWA

Summary

　This paper analyzes the question whether educational qualification mismatch between attained 
and required for the job causes on early job turnover of young females with university degree or not. 
Employing person unit data of “Research into Employment and Professional Flexibility （REFLEX）”, 
we utilize Cox’s proportional hazard model.  The educational qualification mismatch is defined as 
follows: “exact match” if attained educational qualification（S） = required educational qualification for 
the job （R）, “overeducation” if S > R, “undereducation” if S < R.  We employe the job tenure of the 
first permanent job after university graduation as a dependent variable and educational qualification 
mismatch variables including overeducation/undereducation , jobs to applicants ratios as independent 
variables. We find that overeducation increases job turnover hazards. This effect causes both for 
males and females, then there is no gender gap. In case of male’s overeducation, however, they tend to 
find jobs which relate to their university’s major.  Turnover is braked in such cases, male’s turnover 
hazard is lower than female’s one as a result.  We also find that female’s longer job search terms 
before university graduation decreases job turnover hazards.  It might be preferable at first glance, 
however, wages and job satisfaction of young female university graduates with longer job search terms 
are low. These findings conclude that overeducation causes the early job turnover of young females 
with university degree. Young females who experienced longer job search terms could turnover in the 
future due to low wages and job satisfaction. It is necessary to encourage appropriate personal division 
of females and enhance job matching mechanism.


